教高第2467号　
令和５年８月14日　
　私立中学校長　様
大阪府教育委員会　
教育長　
令和６年度大阪府公立高等学校入学者選抜における海外現地校で教育を受けたため
調査書中の教科の評定が無記載となっている場合の取扱いに係る申請について（通知）

　標記について、下記のとおり取り扱うこととしましたので通知いたします。
つきましては、手続き等について、適切に処理いただきますようお願いいたします。
記
１　対　　象
以下の(1)～(3)のすべてに該当し、特別入学者選抜、一般入学者選抜を志願する者とする。
なお、この要件に該当するかどうか疑義がある場合は、府教育委員会まで問い合わせること。
(1) 保護者の海外勤務等やむを得ない事情（以下「やむを得ない事情」という。）により、海外現地校で教育を受けたため、その期間の調査書の評定が１箇学年以上全教科無記載になる者又は調査書が提出できない者

(2) 日本で居住した期間は日本の中学校（義務教育学校の後期課程、中等教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部）へ就学している者

(3) 本取扱いを希望する者
（注）「海外現地校」とは、外国における中学校（学校教育法第１条に規定する中学校をいう。）に相当する学校をいう。ただし、文部科学省の認定した在外教育施設中学部を除く。
２　提出書類
(1) 「やむを得ない事情により海外現地校で教育を受けたため調査書中の教科の評定が無記載となっている場合の取扱いに係る申請書」（以下「申請書」という。）
(2) やむを得ない事情により教育を受けた海外現地校での成績を証明する書類（在籍期間を明記すること。日本語又は英語のものが望ましい。）

(3) やむを得ない事情により、海外現地校で教育を受けたことを証明する書類

（保護者が勤務する会社等の帯同証明書、外国で長期滞在することを認められたビザ、日本での長期滞在を認められたビザ又は在留カード等）

３　手続き等
別紙のとおり、原則として令和５年11月30日（木）までに申請手続きを行うこと。その際、申請書は記入例に従って作成すること。
なお、本取扱いを認められた者には、高等学校を所管する教育委員会より承認書を交付する。

４　提 出 先
府教育庁教育振興室高等学校課学事グループ
　大阪府教育庁　教育振興室


　高等学校課　学事グループ


　　緒方・門野


　ＴＥＬ  06-6944-6887（直通）


　ＦＡＸ  06-6944-6888





担　当








